
　

（宛先） 香芝市長　三橋　和史

実際に利用していることを、香芝市が対象施設に確認すること。

利用料の支払い状況を、香芝市が対象施設に確認すること。

課税状況（世帯分離等も含む世帯全員のもの）を、香芝市が確認すること。

〒　

香芝市　　

・

　＜　裏面も記入して下さい　＞

5．償還払いの振込先を記入してください。（※2）

施設等利用費請求書（償還払い用）
幼稚園・認定こども園・特別支援学校幼稚部の預かり保育事業の施設等利用費

１．利用年月

今回請求する利用年月 　令和　　 　年 4 月 ～ 6 月分

　私は、子ども・子育て支援法第３０条の１１第１項の規定に基づき、施設等利用費の給付について、下記の通り請求します。

　なお、施設等利用費の審査にあたり、次の事項に同意します。

１． 申請者と認定子どもが香芝市内に居住していることを、香芝市が住民基本台帳で確認すること。

２．

３．

４．

　  ※1　請求者氏名は、必ず施設等利用給付認定通知書に記載された保護者の氏名を記入してください。

３．認定子ども（子どもごとに請求してください）

フリガナ 法第３０条の４の認定種別 □ 新２号認定　　□ 新３号認定

２．施設等利用給付認定保護者（請求者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

フリガナ 現

住

所氏　名

※１ 生年月日 　年　　 　   　月　      　日

４．在籍している施設

施設名
在籍園の預かり保育事業以外の認可外保育施

設等の利用費の無償化について（※１）

□　   併用可

□　併用不可

※１　在籍園の預かり保育事業において、平日の預かり保育の提供時間数が８時間未満（教育時間を含む）または年間（平日・長期休業

中・休日の合計）開所日数が200日未満の場合のみ、認可外保育施設等の利用費が無償化の対象（併用可）となります。

氏名
認定番号

施設等利用給付認定の有効期間

生年月日 　年　　    　　月　　　    　日 令和　　　　年　　　　月　　　　日 ～ 令和　　　　年　　　　月　　　　日

金融機関名 預金種目 普通

銀行 信用金庫 支店 口座番号

委
任
欄

　

　私は、施設等利用費に関する権限を下記受任者に委任します。

●委任者（請求者）　　　　住所　：　香芝市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：

●受任者（振込口座名義人）　　　住所　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：

　※2　原則、上記『２．施設等利用給付認定保護者（請求者）』の口座を毎回記入してください。

　※2　初回請求および振込口座を変更する、請求者と違う口座を指定する場合「口座番号」「店名」　「預金種目」「口座名義人」が確認で

きる部分のコピーを請求書等と合わせて提出してください。ペーパーレス通帳の場合は、口座番号等が確認できる部分のコピーを提出して

ください。

ゆうちょ 銀行 店名

（漢数字）
口座名義人

農協 ・ 信用組合 出張所
（左詰め）

フリガナ

　※2　請求者以外の振込先を希望される場合は、委任欄に必ず記入してください。夫婦であっても必要です。



円 日 円 円 円 円 円
X

円

円 日 円 円 円 円 円
Y

円

円 日 円 円 円 円 円
Z

円

【注意事項】

★本請求書と添付書類は、以下の受付月に提出をしてください。受付月以外の月には受付はいたしません。

保育課記入欄 □　

□　

□　

6.在籍園の預かり保育事業以外に認可外保育施設等の利用費を請求する場合

表面「４．在籍している施設」で「在籍園の預かり保育事業以外の認可外保育施設等の利用費の無償化につい

て」が併用可となる施設に在籍されている場合のみご記入ください。

①
施設名

所在地

（香芝市外の場合のみ記入）

事業類型 認可外・一時預かり・病児・ファミサポ

②
施設名

所在地

（香芝市外の場合のみ記入）

事業類型 認可外・一時預かり・病児・ファミサポ

aとbの金額の

低い方を記入

(ｃ)

令和    年4月

7．在籍園の預かり保育事業と、認可外保育施設等の利用における施設等利用費の請求額の内訳

利用年月

在籍園の預かり保育事業
認可外保育

施設等に支

払った金額

(d)　※3 ※4

ｃとｄの

合計額

（e)

月額上限額

(f)　※5 ※6

請求額

eとfを比較して

小さい方
施設に支払った

金額(a)

※4

利用

日数

対象額(b)

450×利用日

数

令和    年5月

※4
「施設に支払った金額」及び「認可外保育施設等に支払った金額」は、施設から発行された「特定子ども・子育て支援の提供・領収証

明書」等に書かれている金額を記入してください。

※5
月額上限額は、新2号認定（3歳児以上）場合は11,300円、新3号認定（満3歳児のうち非課税世帯）の場合は16,300円です。認

定の状況により、日割りとなる場合があります。

合計
(X+Y+Z)

令和    年6月

円

※3
表面「４．在籍している施設」で「在籍園の預かり保育事業以外の認可外保育施設等の利用費の無償化について」が併用可となる場

合のみ記入してください。

口座確認

　　③　活動報告書の原本　　※ファミリーサポートセンター事業を利用した場合のみ

　　④　通帳等の口座情報が確認できるもののコピー　※初回請求・登録口座変更、委任欄に記入された方のみ

1月（前年10-12月分の請求）、4月（1－3月分の請求）、７月（4－6月分の請求）、１０月（7－9月分の請求）

★本請求書を期間内に提出し忘れた場合は、以降の受付月に提出することができます。ただし、各月の利用

料の請求権は、翌月１日から２年間ですのでご承知おきください。

添付書類

請求額

※6
（月途中で認定期間が終了　または　他市町村へ転出する場合）　→　※4の月額上限額×認定終了日（転出日）÷その月の日数

（月途中で認定が開始　または　他市町村から転入する場合）　→　　※4の月額上限額×認定開始日（申請受付日）÷その月の日数

8．提出書類

上記『7．在籍園の預かり保育事業と、認可外保育施設等の利用』の利用費を確認するための以下①～④の書

類を提出してください。

　　①　施設等利用費請求書（償還払い用）　※本紙

　　②　「特定子ども・子育て支援の提供・領収証明書」など、施設が発行した提供に係る確認書類の原本


